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サーキュラーシティカンファレンス等開催業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

サーキュラーシティカンファレンス等開催業務 

 

２ 委託期間 

契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 

３ 業務内容 

⑴  事業者・団体がサーキュラーエコノミーの推進及び実装を検討することがで

きるイベント「サーキュラーシティカンファレンス」の開催・運営に係る業務 

  ア 市内の事業者・団体（以下「市内事業者等」という。）や多様な技術やアイ

デア、サービス等を有するインパクトスタートアップを始めとした市外事業

者・団体（以下「市外事業者等」という。）がワークショップなどで議論をす

ることでオープンイノベーションが創出される機会とすること。 

  イ カンファレンスの開催にあたっては、合計２日間程度とし、市内事業者等

と市外事業者等で合計４０者程度が参加できるものとする。市外事業者等の

参加者は、一般募集のほか、市内事業者等が抱える課題を勘案した上で斡旋

することとする。 

  ウ 開催に当たっては、インプットとしてサーキュラーエコノミーの有識者に

よる講演やセミナーを含むこと。 

  エ ワークショップやネットワーキングの時間を設け、参加者が交流できるプ

ログラムとすること。 

  オ 開催場所は蒲郡市内とし、会場費、講師に関する費用などイベント運営に

関するすべての経費を計上するものとする。 

 

 ⑵ 市民に向けたサーキュラーエコノミーの理解増進・行動変容につながる事業

の実施・運営に係る業務 

  ア 多様な世代を対象とし、サーキュラーエコノミーに対する認知・理解を広

めることができる事業とすること。 

  イ 事業の実施にあたっては、多くの市民が参加しやすい日時等を設定し、多

くの方が参加できる内容とすること。 

  ウ 市民が参加し、体験を通じてサーキュラーエコノミーを理解し、行動変容

に繋がるようなプログラムを企画すること。 

    

４ 事業費算出項目 

３の業務内容の要件を踏まえ、以下の算出項目で事業費を算出すること。 
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 ⑴ 人件費 

   業務内容について、それぞれ職種毎の人日数（時間）と単価を記載するこ

と。 

  ア 当該事業に従事する者の給与、諸手当、その他これに準ずる経費 

  イ 労働条件、市場実勢等を踏まえ、適切な水準を設定すること。 

 ⑵ 事業費 

   原則、以下の項目により計上すること。（ただし、当該事業のみで使用され

るものに限る。） 

  ア 報償費 事業を行うために必要な謝金等 

  イ 旅費 事業活動における移動費等 

  ウ 需用費 消耗品、印刷製本費等 

  エ 役務費 通信運搬費、手数料、広告料等 

  オ 使用料及び賃借料 会場賃借料等 

 ⑶ 一般管理費 

   原則、以下の計算方法により算出すること。 

（⑴人件費＋⑵事業費）×一般管理費率(１０％以内) 

 ⑷ 消費税等 

 

５ 成果物 

  受託者は業務・実施内容について報告書を取りまとめ、以下の通り提出するも

のとする。 

 ⑴ 業務実施報告書 

   印刷物（製本１部）、電子データ（一式） 

 ⑵ その他関連、参考となる資料 

 

６ その他 

 ⑴ 本委託業務仕様書に明示なき事項、また業務上疑義が発生した場合は、両者

協議により業務を進めるものとする。 

 ⑵ 受託者は、業務を円滑に遂行するために、適宜、担当課と打合せ等により連

絡調整を行わなければならない。 

 ⑶ 本業務委託において、委託費用内で追加の提案がある場合は、企画提案書内

に、特記事項記載して提案する。 

 ⑷ 業務完了後、受託者の責に帰すべき理由による成果物の不良個所が発見され

た時は、必要と認める訂正、補正、その他必要な措置を行うものとし、これに

対する経費は受託者の負担とする。 

 ⑸ 成果物に係る著作権は、市に帰属するものとする。 

 ⑹ 成果物に関し、市の同意無く著作権法上の公表権等の権利を行使してはならな
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い。 

 ⑺ 本業務で知り得た全ての情報について、業務終了後においても守秘義務を負う

ものとする。 

 ⑻ 調査終了後、市が貸与した内部資料等は速やかに返還すること。また当該資料

等は、市の承認を得ずに公表、貸与または使用等してはならない。 

 ⑼ 成果内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国以外の国

の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠、デザイン、設

計、施行方法、管理方法等を使用した結果生じた一切の責任は、受託者が負うも

のとする。 


